
掛川市人権施策推進計画（案）に関するパブリックコメントについて

１　実施期間

　　令和７年11月26日（水）～令和７年12月26日（金）

２　意見数

　　32件（１人）

３　意見の概要と市の考え方

全体
人権施策推進計画の進捗については、具体
的な取り組み、取り組みに対する目標値を
評価検証することで、確認していきます。

１　女性をめぐる人権
　　P9

１. ジェンダー平等に
　　関する数値目標

御意見いただいた指標については、来年度
策定予定の「第５次男女共同参画行動計
画」の中で、検討してまいります。

女性管理職の割合を現在の20％から30％に引き上
げる（例：5年以内）。

性別に関係なく多様な人材が活躍できる環
境づくりは重要と考えております。国が定
めた目標に近づけるよう、働き方改革や
キャリア支援を通じて着実に進めてまいり
ます。

男性の育児休業取得率を現在の10％から50％に向
上させる（例：3年以内）。

男性の育児休業取得率向上は、職場におけ
る家庭と仕事の両立支援を進める上で重要
なテーマと考えております。意識改革や啓
発に取り組み、今後も取得率が向上するよ
う努めてまいります。

男女間の賃金格差を現在の20％から10％以下に縮
小する（例：10年以内）。

男女間の賃金格差における、具体的な数値
目標の設定にはさまざまな要素を慎重に検
討する必要があります。引き続き、格差縮
小に向けた啓発に努めてまいります。

DV（ドメスティックバイオレンス）被害者支援窓
口の利用者数を年間○○件増加させる（例：相談
しやすい環境を整備）。

ＤＶ相談はデリケートで多様な内容が含ま
れるため、被害者が心理的負担や不安を感
じやすい状況にあります。そのため、県、
市、民間団体等複数の窓口の中から、被害
者自身が適切な相談先を選択できる環境を
整備することが重要です。被害者が安心し
て相談先を選択できるよう、引き続き相談
窓口の周知啓発に努めてまいります。

４　障がいのある人を
　　めぐる人権
　　P20,P21

２. 障がい者支援に関
　　する数値目標

公共施設のバリアフリー化率を現在の60％から
90％に引き上げる（例：10年以内）。

公共施設のバリアフリー化率を把握してお
りませんが、障がい者への合理的配慮の周
知、普及に努めてまいります。

　人権推進することがＤＥＩの基盤となるため、市のDEI推進を実践的に進
めていくためには、具体的でわかりやすい効果測定が必要だと感じます。
　分野別施策で、「女性をめぐる人権」については、市民意識調査の結果
からデータ化されていて、進捗を確認できますが、子供、高齢者、障害の
ある人、外国人、性的マイノリティ等、その他の分野では、市民意識調査
でデータがとれていないため、進捗確認ができません。
　人権やＤＥＩが推進されているかどうか進捗確認することで、掛川市は
人権やＤＥＩが発展していることが明確になるので、年度ごとに数値目標
を立てて、効果測定もしながら進める必要があると考えます。
　人権推進における数値目標は、具体的な課題や地域の特性に応じて設定
されるべきですが、以下は一般的な例として考えられる数値目標です。こ
れらは、ジェンダー平等、障がい者支援、教育機会の平等、多文化共生な
ど、人権推進に関連する分野で設定可能な目標 目標達成に向けた取り組み
を通じて、地域全体の人権意識や生活の質の向上が期待できます。

　項　　目 意見の概要 市の考え方
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　項　　目 意見の概要 市の考え方

　
障がい者雇用率を現在の2.3％（法定雇用率）か
ら3.0％に引き上げる（例：5年以内）。

法定雇用率は国管理のため市単独の目標は
難しいと考えます。働く意欲のある障がい
のある方に対しては、就労支援員の配置に
より引き続きサポートをしていきます。

障がい者が参加可能な地域イベントの割合を50％
から80％以上に向上させる（例：3年以内）。

障がい者が参加可能な地域イベントの割合
の把握は難しいですが、引き続き、広く市
民を対象とした講演会等へ手話通訳者等を
配置するなど、さまざまな活動に参加する
ことのできる社会の実現をめざしてまいり
ます。

障がい者向けの福祉サービス利用者の満足度を現
在の70％から90％に向上させる（例：アンケート
調査を実施）。

アンケート調査を実施する予定はございま
せんが、福祉サービスの利用につきまして
は相談業務のなかでお話を伺い適切な御案
内をさせていただいております。

２　子どもをめぐる
　　人権
　　P13

３. 子どもと教育に関
　　する数値目標

経済的理由で進学できない子どもの割合を現在の
5％から0％にする（例：奨学金制度の拡充を通じ
て）。

中学校卒業後、経済的理由で進学できない
子どもの割合は把握しておりません。中学
校卒業後の進学においては、経済的負担の
軽減策として、国の高校無償化制度（高等
学校等就学支援金制度）の情報を、県から
の通知後、学校から各家庭に周知していま
す。また、中学校の進路説明会において、
直接子供と保護者に、国の制度についての
説明をおこなっております。

子どもの学習支援事業の利用率を現在の50％から
80％に向上させる（例：3年以内）。

記載にある、子どもの学習支援事業利用率
の数値は、本市の数値として把握はしてお
りません。本市の就学援助制度は、学校、
学校連絡メール、広報かけがわにより保護
者に周知しております。

子どもの貧困率を現在の15％から5％以下に削減
する（例：10年以内）。

国民生活基礎調査によると、子どもの貧困
率はH24：16.3％、R3：11.5％と10年弱で約
5％低下しております。市としては国の動向
を踏まえつつ、平成30年度よりこどもの未
来応援コーディネーターを配置し、ひとり
親世帯や経済困窮を抱える家庭に対して相
談や訪問を行うとともに、早期発見・対応
のための周知啓発を行っています。引き続
き、関係機関と連携し対応をすすめていき
ます。

子ども食堂の設置数を現在の10箇所から20箇所に
増やす（例：5年以内）。

新規に開設を検討する運営団体へ情報提
供・既存運営団体を紹介する等、立ち上げ
の支援を行っております。市としては、こ
ども食堂は、こどもが安心して過ごせる場
所としても必要性を感じています。必要性
の周知も含め、今後も地域や関係団体等と
の連携を強化し、こども食堂の設置・運営
支援に努めていきます。

６　外国人をめぐる
　　人権
　　P26～P27

４. 多文化共生に関す
　　る数値目標

ご指摘いただいた多文化共生に関する数値
目標については、掛川市が策定する「多文
化共生推進プラン」の中で検討してまいり
ます。
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　項　　目 意見の概要 市の考え方

外国人住民向けの多言語対応窓口を市内の全公共
施設に設置する（例：3年以内）。

利便性向上の観点から重要な課題と考えて
おります。市内全公共施設への展開には体
制や資源の確保が伴うため、慎重に検討し
てまいります。

外国人住民の生活満足度を現在の70％から90％に
向上させる（例：5年以内）。

外国人住民の生活満足度向上は重要な目標
であり、本市では多文化共生の推進や支援
体制の充実に取り組んでおります。地域全
体で安心して暮らせる環境づくりを目指し
てまいります。

多文化共生イベントの開催回数を現在の5回から
20回に増加させる（例：3年以内）。

多文化共生イベントの開催回数の大幅な増
加には予算や運営体制の調整が必要となる
ため、可能な範囲で充実した内容の実施を
進めてまいります。

地域住民と外国人住民の交流を促進するための
ワークショップ参加者数を年間○○人に増加させ
る。

地域住民と外国人住民の交流促進を目的と
したワークショップは重要な取り組みと考
えております。参加者増加のための継続的
な広報や参加しやすい環境づくりに努めて
まいります。

９　その他の人権
     P31

５. 労働環境と雇用に
　　関する数値目標

ハラスメント相談窓口の利用者数を年間○○件に
増加させる（例：相談しやすい環境を整備）。

相談窓口は働く人にとって重要なものと考
えますが、働く環境がよくなることが重要
と考えますので、労働問題として国や県と
連携し、企業に働きかけ労働環境の整備を
推進してまいります。

非正規雇用者の正規雇用転換率を現在の10％から
30％に向上させる（例：5年以内）。

正社員を希望する者の正社員転換は国の施
策であり、市単独での目標は難しいと考え
ます。市としては市内企業に対し、助成等
の周知に努めてまいります。また、働き方
は、それぞれの家庭環境や個人の意思等に
より様々な形態がありますので、国や県と
連携し、多様な働き方を推進してまいりま
す。

労働者の最低賃金を現在の**○○円から○○円に
引き上げる**（例：5年以内）。

最低賃金は国の施策であり、市単独での目
標は難しいと考えます。市としては国が賃
金の引き上げを助成をしておりますので、
周知に努めてまいります。

１女性P9、
３高齢者P17
９外国人P27をめぐる人
権

女性や高齢者、外国人労働者の雇用率をそれぞれ
**○％増加**させる（例：10年以内）。

女性や高齢者等の雇用率を上げることが重
要ではなく、多様な人材がその能力を最大
限生かして働くことができる働き方を選択
をできる環境を整備することが重要と考え
ます。市として雇用対策協定に基づく事業
計画を推進してまいります。

３　高齢者をめぐる
　　人権
　　P16～P17

６. 高齢者支援に関す
　　る数値目標

高齢者向けの介護サービスの利用率を現在の60％
から90％に向上させる（例：5年以内）。

要支援1～要介護5までのサービス利用者は
現在90％程です。

高齢者の孤立を防ぐため、地域の見守り支援活動
の参加者数を年間○○人に増加させる。

地区福祉協等で対象者を選定し、各地区が
実施しているものであり、市での把握は困
難です。
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　項　　目 意見の概要 市の考え方

高齢者の就業率を現在の30％から40％に向上させ
る（例：3年以内）。

高齢者の雇用率を上げることが重要ではな
く、多様な人材がその能力を最大限生かし
て働くことができる働き方を選択をできる
環境を整備することが重要と考えます。市
として雇用対策協定に基づく事業計画を推
進してまいります。

高齢者が利用可能な公共交通機関の運行エリアを
全市町村に拡大する（例：5年以内）。

高齢者に対する交通施策については「掛川
市地域公共交通計画」の中で策定済です。
今後も計画の推進に努めてまいります。

８　性的マイノリティ
　　をめぐる人権
　　P29

７. LGBTQ+支援に関す
　　る数値目標

LGBTQ+に関する個別の計画はありません
が、政策を進めていく中で検討が必要と考
えます。

LGBTQ+に関する相談窓口の認知度を現在の30％か
ら80％に向上させる（例：5年以内）。

相談窓口の認知度向上のため、本市では広
報活動や啓発事業に取り組んでおります。
着実に周知を進めながら、より多くの方に
利用していただけるよう努めてまいりま
す。

LGBTQ+フレンドリーな企業の割合を現在の10％か
ら50％に引き上げる（例：5年以内）。

LGBTQ+フレンドリーな企業の増加のため、
市民や企業への啓発活動や情報提供を行
い、企業の理解促進にも、働きかけてまい
ります。

パートナーシップ制度の利用者数を年間○○組に
増加させる。

パートナーシップ制度については、周知活
動や制度内容の理解促進が欠かせないた
め、より利用しやすい整備と周知を進めて
まいります。

LGBTQ+関連の啓発イベントの開催回数を年5回か
ら15回に増加させる。

LGBTQ+関連の啓発イベント回数の大幅な増
加には運営資源や体制の強化が必要となる
ため、内容の充実を図りながら効果的な啓
発活動を継続してまいります。

９　その他の人権
　　P32

８. 地域住民の意識向
　上に関する数値目標

人権教育や啓発活動への参加者数を年間○○人に
増加させる（例：3年以内）。

少子化により人権教育の対象となる児童数
は減少傾向にあるため、人権教室の開催件
数を指標とし、開催件数は計画の15ページ
に掲載しています。啓発活動については、
効果的な活動を継続してまいります。

地域住民の「人権意識が高まった」と回答する割
合を現在の50％から80％に向上させる（例：アン
ケート調査を基に）。

人権意識の把握については、人権講演会の
参加者へのアンケートで実施しています。
今後内容を精査してまいります。

人権に関する啓発資料の配布数を年間○○部に増
やす。

人権に関する啓発活動の配布数は現在の状
況を維持し、SNSなどでの普及をより広めて
まいります。

4


